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世代交代期に入っている首都圏の郊外戸建住宅地では、建築協定等の規制によって良好な住環境

が保たれてきたが、敷地分割の規制が厳しいことが世代交代の障害にもなっている。住環境を維持

しながら円滑な世代交代を進めるためには、住民のニーズに合った建築協定へと見直しを進めるこ

とが必要であると考える。そこで、本研究では建築協定の見直しに着目し、住民のニーズに合わせ

て建築協定の見直しを行った事例と、見直しを行っていない事例を比較・分析する。その結果から

協定見直しの効果について把握し、世代交代期の郊外戸建住宅地における建築協定の内容に関する

提言を行うことを目的とする。 
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1. はじめに 

 

(1) 背景 

近隣住民の全員合意によって建築物の制限を付加

し、協定地区の住民が組織する運営委員会によって

ルールが守られる制度である建築協定は、主に住宅

地の住環境維持に貢献してきた。高度経済成長期に

大量供給された首都圏郊外の多くの戸建住宅地にお

いても、建築協定によって良好な住環境が保たれて

きたといえる。近年、このような住宅地は急激な高

齢化により世代交代期に入っており、住民が不動産

を手放す事例が増加している。その際、建築協定の

敷地分割制限により、敷地の狭い戸建住宅に入居す

る傾向のある若者世代のニーズに応えられず、建築

協定が障害になると考える住民も多い１）。この場合、

①協定違反や協定の更新時に協定から抜ける(隣接

地に指定される)ことで敷地分割をする場合と、②売

れないまま放置された住宅が空き家化する場合の二

通りが考えられる。①の場合は建築協定から抜け、

建築物の「位置」や「用途」、「形態」等、敷地分割

以外の規制も効力を失うことで地区全体の住環境の

維持に支障をきたす、住環境維持の関する問題を生

じさせる。また、②の場合は高齢化した住宅地に若

い世代が転入せずに衰退を招く、世代交代に関する

問題を生じさせる。これらの問題が懸念させる中、

世代交代期の郊外戸建住宅地の持続性を向上させる

ため、住環境の維持と世代交代を両立させる建築協

定が求められているが、その実態は明らかにされて

いない。 

 

(2) 目的 

 住環境の維持と世代交代の維持を両立させるため

には、鈴木ら２）も指摘しているように、建築協定の

敷地分割規制を緩和するといった協定内容の見直し

が必要であると考える。そこで、本研究では建築協

定の見直しに着目し、住民のニーズに合わせて建築

協定(敷地分割規制)の見直しを行った事例と、見直

しを行っていない事例を比較・分析する。それらの

実態調査により協定の見直しは①建築協定の合意率

を向上させ、住環境維持に関する問題の解決に貢献
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するか、②世代交代の促進に寄与するか、の２点を

明らかにする。その結果を基に、世代交代期の郊外

戸建住宅地における建築協定の内容に関する提言を

行うことを目的とする。 

 

 

2. 研究の概要 

 

(1) 既往研究の整理 

本研究に関連する研究としては、建築協定の効果

に関する研究と、建築協定の更新に関する研究が挙

げられる。 

①建築協定の効果に関する研究 

森本ら１）は、大阪・神戸間の建築協定地区におけ

る、「建築協定区域隣接地」に着目し協定違反につい

て分析している。その結果、隣接地となった画地で

の「違反」状況が多いこと、建築協定区域内の画地

においても少なからず「違反」例が見られる地区が

あることを明らかにしている。鈴木ら２）は、横浜市

の協定区域と非協定区域において敷地分割の実態を

調査し、敷地規制のある協定区域において敷地分割

が発生していないことから、建築協定の敷地分割抑

制効果は高いとしている。また、その効果は協定区

域内に限定されることも明らかにしている。高橋ら
３）は、建築協定の中で代表的な 10 項目を取り上げ

て協定遵守率を分析した結果、協定地区、失効地区、

非協定地区の順で協定遵守率が高いこと、協定締結

の経験が遵守率を上げていることを明らかにしてい

る。乾４）は、建築協定の運営委員会の活動が活発で

ある地区と、協定運営の実態がない地区において協

定違反の発生実態について分析を行っており、協定

委員会の運営が協定遵守に影響を与えることを明ら

かにしている。 

②建築協定の更新に関する研究 

 鈴木５）は、建築協定地区連絡協議会が設立されて

いる 5 自治体を対象にして、建築協定の更新実態に

ついて分析している。その中で、更新時における協

定内容の変更実態についても調査を行っている。更

新時に内容の変更がない地区が半数を超える一方で、

社会情勢の変化に合わせた協定内容の緩和は 2 割の

地区で行われていることが明らかにされている。た

だし、敷地規模規制に関する変更に関しては言及さ

れていない。 

 

(2) 本研究の位置づけ 

既存研究では建築協定の効果についての分析が進

められていたが、郊外戸建住宅地の住環境維持と世

代交代の両立に向け、建築協定の見直しという観点

で分析を行った研究は見られなかった。さらに、住

民の価値観が変化する中で、敷地分割規制に着目し

て協定見直しの実態とその効果を明らかにする点に

本研究の特徴がある。建築協定の内容と住民意識の

乖離が問題となる中、協定見直しに関する分析を行

う本研究には意義があると考える。 

 

(3) 研究の概要 

研究のフローチャートを図-1 に示す。 

 

 

図-1 研究の流れ 

 

①現状把握 

 建築協定の効果の分析は既存研究で多くなされて

きているが、研究年や対象地域、分析対象とする協

定項目が異なっている。そこで、既存研究における

結果の整理を行う。また、対象地域の選定と、対象

地域における建築協定の現状を把握する。 

②建築協定の協定見直しの実態分析 

建築協定の過去の項目を整理し、協定内容の見直

しが行われた地区の抽出を行う。抽出された地区と

見直しが行われていない地区で①建築協定の合意率、

②世代交代の度合いに関する比較分析を行い、建築

協定の見直しと建築協定の実行力の関係性を明らか

 全国の建築協定の現状

 対象地域の選定と対象地域の現況把握

 対象地域の建築協定の現状把握

背景と目的

本研究の概要

 建築協定に関する内容の整理

基礎概念の整理

 建築協定の見直し状況の把握

 建築協定の見直しの効果の調査・分析

建築協定の見直しの実態分析

 分析した結果を考察し、今後の郊外戸建住宅地における建築

協定の運用方針に向けた提言を行う

考察・まとめ

現状把握
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にする。 

③考察・まとめ 

 建築協定の効果の分析、協定見直しの実態分析で

明らかになった結果の考察を行い。今後の郊外戸建

て住宅地における建築協定の運用方針に向けた提言

を行う。 

 

 

3. 基礎概念の整理 

 

(1) 概念の整理 

a) 建築協定 

 建築協定制度は、住宅地としての環境等を高度に

維持増進すること等を目的として、土地所有者等同

士が建築物の基準（建築基準法による最低基準を超

えた高度な基準）に関する一種の契約を締結すると

きに、公的主体（特定行政庁）がこれを認可するこ

とにより、契約に通常の契約には発生しない第三者

効を付与して、その安定性・永続性を保証し、住民

発意による良好な環境のまちづくりを促進しようと

する制度である。建築協定の概要を表-1に示す。 

 

表-1 建築協定の概要６） 

 

 

b) 建築協定区域隣接地 

 平成 7年の改正により建築基準法に定められた制

度で、建築協定区域に隣接した建築協定区域外の土

地のうち、協定区域内の人が将来建築協定区域とな

ることを希望する土地のこと指す。この制度により、

隣接地の土地の所有者などが簡易な手続きのみで建

築協定に加入することが可能になった。一方で、協

定の更新を容易に行うため、合意しない敷地をやむ

なく隣接地として指定するケースも見られる１）。 

c) 建築協定の更新 

建築協定には有効期限が定められ、期限を迎えた

際に更新作業を行う。その際、必要であれば協定内

容の見直しもされる。有効期限は 10年間の場合が一

般的であるが、期間満了前に過半数の土地所有者等

の書面による意思表示がない場合には自動的に更新

できる制度である、自動更新制を採用している地区

もある。建築協定の更新の際に、協定に合意しない

画地は建築協定隣接地として指定される。 

d) 建築協定合意率 

 本研究では建築協定の合意率を以下のように定義

する。 

協定合意率＝
協定区域区画数

協定区域区画数 + 隣接地区画数
    (3.1) 

 

 

4. 現状把握 

 

(1) 全国の建築協定の現状 

 国土交通省のデータベースによると、平成 19 年度

末日の有効建築協定数は全国で 2,803 である。全国

の政令指定都市(平成 19 年末日)の中では横浜市が

166地区であり、最も協定数が多い(表-2)。 

 

表-2 平成 19 年度末日政令指定都市有効建築協定数６） 

 

 

(2) 既存研究の整理による建築協定の効果の把握 

 建築協定の効果についての整理を行うために、関

連する既存研究の整理を行った(表-3)。これらより、

建築協定の効果に関して以下のことが考えられる。 

 運営委員会の活動状況に、協定遵守率は大きく

区域内における建築物の「敷地」「位置」「構造」「用途」「形態」「意匠」「建築設
備」に関する基準(建築基準法の規定に違反するものであってはならない)
協定の有効期間
協定違反があった場合の措置

対象地域 区市町村が条例で定める区域

要件
区域内の土地所有者、借地権者の全員合意（借地については、借地人のみの
合意）に基づき、特定行政庁の認可を受けることが必要
協定の締結後は、新たな土地所有者等も協定の内容に拘束される（第三者
効）
建築協定区域に隣接した土地のうち、将来的に建築協定区域の一部となるこ
とが望ましい土地については、「建築協定区域隣接地」を定めることにより、将
来的にその土地の所有者が簡素な手続きで協定に参加することが可能

運営方法

区域内の住民による「建築協定運営委員会」を設け、以下のような活動を行う
　○建築計画の審査
　○建築工事中、完了後の物件のチェック
　○違反があった場合の措置
　○啓発活動
　○建築協定の更新作業　等

効果

内容

札幌市 5 横浜市 166 京都市 70 北九州市 17
仙台市 16 新潟市 7 大阪市 10 福岡市 49
さいたま市 18 静岡市 4 堺市 52
千葉市 21 浜松市 33 神戸市 126
川崎市 14 名古屋市 39 広島市 25

敷地 位置 構造 用途 形態 意匠
協定地区、失効地区、非締結地区の順で協定遵守率上昇、協定締結の経験が遵守率の向上に寄与

協定協議会という統括組織があること、建売住宅の割合が高いことが協定の締結のしやすさに貢献

運営委員会の９割以上は建築協定の「敷地分割」と「町並みの景観」への効果を高く評価

敷地分割は、非協定区域で多数発生、敷地規制のある協定区域では発生していない

協定の効果は区域内に限定、穴抜け敷地や近隣の敷地では敷地が分割されている

隣接地に限らず、合意区域においても敷地分割が発生

協定内容への不満、運営委員会の対応等によって隣接地が発生

敷地分割規制等が厳しく、不動産を手放す際に障害となることに関する不満が大きい

4
日立市・
水戸市

協定地区 2011
運営委員会が行政と連携して事前協議を行っている地区では違反はほとんどなく、委員会の運営実
態がない地区では違反が居住区画の３割以上で発生

指定なし

2 横浜市
協定・非協
定地区

2011 ○

3
神戸市・
堺市・
箕面市

協定地区
(隣接地が
多い地区)

2011 指定なし

知見

1996
協定・非協
定・失効地

区

神戸市/
鈴蘭台

1

対象地区 研究年
建築協定の分析対象項目

○○ ○ ○

表-3 既存研究の結果の整理  
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影響を受ける。 

 運営委員会が機能していれば、協定区域内では

ある程度の実効力が担保される。 

 協定内容に不満がある場合には、協定違反また

は違反ではないものの隣接地指定へと移行す

るケースがみられる。 

 敷地分割規制に関しては、不動産を手放す際に

障害となる場合が多いため、世代交代時には大

きく問題となることが予想される。 

以上より、建築協定の効果に関する既存研究の結

果をフローにしてまとめたものが図-2 である。建築

協定が機能して実効力を保つためには、①運営委員

会が機能すること、②住民の価値観と協定内容に乖

離が見られないことが必要になると言える。 

 

 

図-2 建築協定の効果のフロー 

 

(3) 対象地域の現況把握 

a) 横浜市の概要 

本研究では横浜市を対象地域として選定する。表

-2 に示したように横浜市は建築協定が最も多く締

結されている政令指定都市である。横浜市では 1957

年に建築協定条例に建築協定条例が制定・公布され

た。そして、急激な人口増加に伴う住宅地開発の対

策のために横浜市宅地開発指導要綱が策定された。

その中には、「主として住宅地を目的とした開発事業

については、極力建築協定を締結し」という文言が

あり、結果的には多くの建築協定が締結されること

となった。市の方針として、新規開発事業者に建築

協定を締結させてきたといえる。 

 横浜市は図-3に示すように、高齢化が進んでいる。

また、横浜市の特徴としては、第一種低層住居専用

地域に指定されている地区が多いことがある(図-4)。

用途地域や建築協定の規制の効果により、横浜市の

戸建住宅地は良好な住環境が維持されていると言え

る。また、横浜市は 1992年の都市計画法及び建築基

準法の改正で第一種低層住居専用地域及び第二種低

層住居専用地域において建築物の敷地面積の最低限

度の制限を定めた、ごく少数の自治体のうちの一つ

である。横浜市における敷地面積最低限度を表-4 に

示す。最低敷地面積限度が定められていることによ

り、この基準を下回る敷地面積へと敷地を分割する

ことはできない。 

 

 

図-3 横浜市の年齢別人口構成７） 

  

 
図-4 指定都市における都市計画区域面積に対する第一

種低層住居専用地域の割合※１ 

 

表-4 横浜市の敷地面積最低限度８） 

 
 

b) 建築協定連絡協議会 

横浜市では建築協定の運営を円滑に行うために、

建築協定連絡協議会を設けている。建築協定連絡協

議会は名古屋市、京都市、大阪府、神戸市、福岡市

と横浜市の 5自治体に設置されている。建築協定区

域内の住民で組織された市民団体であり、建築協定

運営委員会等が相互に連絡を取り合い、情報交換、

普及啓発を行うことにより、建築協定制度の有効な

活用を図り、良好な環境を維持増進することを目的

として活動している。 

運営委員会が機能

住民の価値観と協定

内容が乖離していない

建築協定が機能 協定違反、隣接地の増加

No

No

Yes

Yes

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000
2003年

2013年

(人
)

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3 0.35

札幌市
仙台市

さいたま市
千葉市

東京都区部
川崎市
横浜市

相模原市
新潟市
静岡市
浜松市

名古屋市
京都市
大阪市
堺市

神戸市
岡山市
広島市

北九州市
福岡市

第一種低層住居専用地域面積/都市計画区域面積

用途地域 容積率 敷地面積の最低限度

60% 165m2

80% 125m2
100% 100m2

第一種低層住居専用地域
第二種低層住居専用地域
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c) NPO法人 横浜プランナーズネットワーク  

 連絡協議会と協働して建築協定の運営の充実を図

っている NPO法人である。協定地区の運営状況など

の情報の活用と共有化、交流会の開催、活動の継続・

充実に関する業務を行っている。 

 

(4) 横浜市の建築協定の現況把握 

 横浜市の HP より、主に戸建住宅地の住環境維持を

目的とした建築協定の抽出を行った。抽出された地

区は 164 地区である。その中で、154 地区において

いずれかの敷地に関する規制(一区画一戸建・敷地分

割禁止・最低敷地面積)が設けられている。つまり、

ほとんどの地区では建築協定の中で敷地に関する規

制を設けている。 

また、建築協定の有効期間についてまとめたもの

が表-5 である。条件付きで期限を延長するものや、

廃止に過半数が合意するまで更新する地区が多く、

建築協定の更新は頻繁には行われていないといえる。

３分の２以上の地区において期限毎に更新を行う仕

組みになっておらず、そのような地区においては協

定内容の見直しはほとんど行われていないと想定さ

れる。 

 

表-5 横浜市の建築協定の有効期間 

 

 

また、建築協定の更新がされている地区では隣接

地が発生していることが読み取れた。更新時に住民

の価値観と協定の内容が乖離している場合に隣接地

へと指定されている。 

 

(5) ヒアリング調査 

 対象地域である横浜市における主に敷地分割に関

する建築協定の実効性を検証するため、NPO 法人横

浜プランナーズネットワークの事務局の方に対して

ヒアリング調査を行った。 

 

表-6 ヒアリング概要 

 

 

ヒアリング結果を以下に示す。 

 今住んでいる人は住環境を評価しており、敷地

分割をする必要は少ないと考えているが、不動

産を手放す際に不動産会社との関わりの中で

敷地分割がなされることもある。 

 運営委員会が機能していれば、協定違反はほと

んどの場合予防できる。 

 最近住宅地が世代交代期に入っていることも

あり、敷地分割をして不動産を高く手放すため

に協定から外れる住民が増えてきている。その

ため、住民は危機感を感じている。 

ヒアリング結果から、横浜市の郊外戸建住宅地に

おいても世代交代期に入り、背景に示す問題が顕在

化していることが確認された。横浜市は協定連絡協

議会や NPO の活動により、運営委員会が機能してい

る協定地区が多い。しかし、住民の価値観と協定の

内容に乖離が見られ、協定違反や隣接地への指定も

見られている。 

 

 

5. 建築協定の見直しの実態の分析 

 

(1) ヒアリング調査 

 建築協定の見直しの実態についても、NPO 法人横

浜プランナーズネットワークの事務局の方に対して

ヒアリング調査を行った。ヒアリング結果を以下に

示す。 

 敷地分割の規制が厳しいから規制緩和をする

こととは逆に、敷地分割規制は協定内容に入れ

るという流れではある。 

 敷地規模に関する規制を緩和した地区もある。 

 横浜市は協定の期間が永久である地区も多く、

見直しを行う機会が少ない。 

 建築協定の見直しを行っている地区は存在するも

のの、全体の割合として多いとはいえない現状であ

ると言える。 

 

 

6. 現時点でのまとめ 

 

(1) 得られた知見 

 現時点で得られた知見を以下に示す。 

 建築協定の運営に力を入れている横浜市にお

いても、不動産を手放す際に協定から抜ける、

または協定違反をして敷地が分割されるケー

スが発生しており、住環境の維持と世代交代の

両立に関する問題が顕在化している。 

 横浜市の住宅地では世代交代期に入り、建築協

期限あり(５年・１０年等) 57
期限毎に一定以上の反対がなければ延長 52
期限前に過半数の賛成で延長 19
廃止に過半数が合意するまで更新 35
自動更新 1

対象 NPO法人　横浜プランナーズネットワーク
日程 8月1日
手段 電話

ヒアリング項目
・建築協定の効果について
・協定見直しの実態について
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定から抜けるケースが増えていることから、敷

地規模規制が、協定合意率に影響を与えている。 

 横浜市の建築協定は、３分の２以上の地区で期

限毎に更新を行う仕組みになっておらず、その

地区では協定内容の見直しはほとんど行われ

ていないと想定される。 

 建築協定の参加率を向上させるために、不動産

を手放す住民のニーズに応えて敷地規模規制

を緩和している地区は少ない。 

 

 

(2) 今後の課題 

 横浜市の現在の建築協定についてさらに分

析を行う。 

 世代交代期に入っている建築協定地区

の抽出を行い、それらの特徴を把握する。 

 横浜市に保存されている建築協定の過去の

項目を整理し、協定内容の見直しが行われた

地区の抽出を行う。 

 建築協定の見直しがされた地区とされていな

い地区において建築協定の効果を詳細に分析

する。 

 

付録 

※１ 大都市比較統計年報(平成 22 年)より作成し

た。  

 

参考文献 

1) 森本信明(2011) 「違法・地域許容建築物群」の実態(中間

報告) 第５章 建築協定における隣接地の実態 

2) 鈴木佐代・石渡瑞枝・沖田富美子(2011) 世代交代期の郊

外戸建住宅地における敷地の変容と居住者移動 日本建築

学会計画系論文集 第 660号 pp431-437 

3) 髙橋昭子・梶浦恒男(1996) 近郊住宅地における建築協定の

締結要因と効果に関する研究 大阪市立大学生活科学部紀

要・第 44巻 pp1-9 

4) 乾康代(2011) 建築協定地区における協定違反の発生実態 

と発生抑制の課題―茨城県の２地区を事例に― 都市計画

学会論文集 46(3) pp529-534 

5) 鈴木克彦(2006) 建築協定の更新による持続的協定運営の

醸成実態について―建築協定地区における持続的住環境管

理システムに関する研究(その２)― 日本建築学会計画系

論文集 第 607号 pp9-17 

6) 国土交通省 HP 

7) 横浜市統計ポータルサイト 

8) 横浜市 HP 最終閲覧日 8.7

 

 

(2013. ?. ? 受付) 

 

 

THE STUDY ON THE OPERATION AND EFFECT OF BUILDING 

AGREEMENT IN SUBURBAN DETACHED RESIDENTIAL AREA OF 

GENERATIONAL CHANGE PERIOD 

 

Jun EGUCHI, Yoshihide NAKAGAWA 

 

I consider it is necessary to review architectural arrangements to meet the needs of the 

residents to advance smoothly generational change while maintaining the living 

environment. An object of the present invention is by making it clear the case made a review 

of the building agreement to meet the needs of residents, the awareness of residents to 

review, that you make recommendations aimed at investment policy of building agreement 

in suburban detached residential area of future. 

 


